
目標 基本 分野

3

１．事業の概要（Plan）

２．事業の取組みと費用（Do）

単位

単位

区分 款 項 目

３．事業の評価、今後の方向性

（１）事業についての評価（Check）

（２）事業の方向性（Action）

令和７年度　事務事業評価シート（令和６年度実績） 保健福祉部

事務事業名 国保月報・年報、実績報告書作成事務 保険年金課

総合計画の体系 １．子育て、医療、社会福祉 ２．健康づくり、医療 ３．国保、後期高齢者医療、年金 保険年金係

SDGs目標 すべての人に健康と福祉を

目的 国が保険者の国保事業実績を把握し、制度の健全な運営のための基礎資料を得ること

内容 国保保険給付費の状況と財務会計等の整合性を確認し、県(国)へ報告する

種別 自治事務（義務あり） 主体 直営 対象・受益者 被保険者

指標名 説明 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

目標

実績

指標名 説明 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

目標

実績

予算科目

事業費（千円） R5決算額 R6決算額 R7予算額 R8予定額 R9予定額

総事業費 2,624 2,624 2,624 2,624 2,624 

事業経費 0 0 0 0 0 

特定財源 0 0 0 0 0 

従事常勤職員数 0.32 0.32 0.32 0.32 0.32 

従事非常勤職員数 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 

概算人件費 2,624 2,624 2,624 2,624 2,624 

今後の必要性

対象の適切性

主体の妥当性 市が推進すべき ・市が保険者のため

有効性 指標の実績

効率性 コストの削減 削減の余地なし ・現状が最低の経費である

費用対効果

手段の妥当性 妥当 ・当市の人口規模では効率が良いため

事業の方針

現状の課題
県内すべての市町村国保が統一して作成し県へ提出するため、資料作成が煩雑であり
多くの業務時間が必要

今後の取組み 国・県から作成方法の変更がない限り、現状維持

活動指標

成果指標

個別評価

必要性

総合評価



目標 基本 分野

3

１．事業の概要（Plan）

２．事業の取組みと費用（Do）

単位

単位

区分 款 項 目

３．事業の評価、今後の方向性

（１）事業についての評価（Check）

（２）事業の方向性（Action）

令和７年度　事務事業評価シート（令和６年度実績） 保健福祉部

事務事業名 保険者努力支援に関する事務 保険年金課

総合計画の体系 １．子育て、医療、社会福祉 ２．健康づくり、医療 ３．国保、後期高齢者医療、年金 保険年金係

SDGs目標 すべての人に健康と福祉を

目的 保険者の取組、健康保持事業に関する交付金を得る事で、健全な国保事業の運営に資する

内容 取組評価表提出、事業実施、評価・交付金受入

種別 自治事務（義務あり） 主体 直営 対象・受益者 被保険者

指標名 説明 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

目標

実績

指標名 説明 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

目標

実績

予算科目

事業費（千円） R5決算額 R6決算額 R7予算額 R8予定額 R9予定額

総事業費 1,968 1,968 1,968 1,968 1,968 

事業経費 0 0 0 0 0 

特定財源 0 0 0 0 0 

従事常勤職員数 0.24 0.24 0.24 0.24 0.24 

従事非常勤職員数 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 

概算人件費 1,968 1,968 1,968 1,968 1,968 

今後の必要性

対象の適切性

主体の妥当性 市が推進すべき ・市が保険者のため

有効性 指標の実績

効率性 コストの削減 削減の余地なし ・現状が最低限の経費である

費用対効果

手段の妥当性 妥当 ・当市の人口規模では効率が良いため

事業の方針

現状の課題 特になし

今後の取組み 制度変更がなければ、現状維持

活動指標

成果指標

個別評価

必要性

総合評価



目標 基本 分野

3

１．事業の概要（Plan）

２．事業の取組みと費用（Do）

単位

単位

区分 款 項 目

３．事業の評価、今後の方向性

（１）事業についての評価（Check）

（２）事業の方向性（Action）

令和７年度　事務事業評価シート（令和６年度実績） 保健福祉部

事務事業名 被保険者証一斉更新事務 保険年金課

総合計画の体系 １．子育て、医療、社会福祉 ２．健康づくり、医療 ３．国保、後期高齢者医療、年金 保険年金係

SDGs目標 すべての人に健康と福祉を

目的 被保険者の資格管理を行い、適用適正化に努める

内容 有効期限にあわせて、保険証を交付する

種別 自治事務（義務あり） 主体 直営 対象・受益者 被保険者

指標名 説明 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

目標

実績

指標名 説明 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

目標

実績

予算科目

事業費（千円） R5決算額 R6決算額 R7予算額 R8予定額 R9予定額

総事業費 2,542 2,706 2,706 2,706 2,706 

事業経費 0 0 0 0 0 

特定財源 0 0 0 0 0 

従事常勤職員数 0.31 0.33 0.33 0.33 0.33 

従事非常勤職員数 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 

概算人件費 2,542 2,706 2,706 2,706 2,706 

今後の必要性

対象の適切性

主体の妥当性 市が推進すべき ・市が保険者のため

有効性 指標の実績

効率性 コストの削減 削減の余地なし ・現状が最低の経費である

費用対効果

手段の妥当性 妥当 ・当市の人口規模では効率が良いため

事業の方針

現状の課題 特になし

今後の取組み
被保険者証の名称は令和7年7月31日で消滅。それ以降は資格確認書等の一斉更新
事務へ変更

活動指標

成果指標

個別評価

必要性

総合評価



目標 基本 分野

3

１．事業の概要（Plan）

２．事業の取組みと費用（Do）

単位

単位

区分 款 項 目

３．事業の評価、今後の方向性

（１）事業についての評価（Check）

（２）事業の方向性（Action）

令和７年度　事務事業評価シート（令和６年度実績） 保健福祉部

事務事業名 国保資格得喪事務 保険年金課

総合計画の体系 １．子育て、医療、社会福祉 ２．健康づくり、医療 ３．国保、後期高齢者医療、年金 保険年金係

SDGs目標 すべての人に健康と福祉を

目的 適用適正化に努める

内容 国保資格取得（喪失）手続を行い、保険証を交付（回収）する

種別 自治事務（義務あり） 主体 直営 対象・受益者 被保険者

指標名 説明 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

目標

実績

指標名 説明 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

目標

実績

予算科目

事業費（千円） R5決算額 R6決算額 R7予算額 R8予定額 R9予定額

総事業費 5,412 5,658 5,658 5,658 5,658 

事業経費 0 0 0 0 0 

特定財源 0 0 0 0 0 

従事常勤職員数 0.66 0.69 0.69 0.69 0.69 

従事非常勤職員数 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 

概算人件費 5,412 5,658 5,658 5,658 5,658 

今後の必要性

対象の適切性

主体の妥当性 市が推進すべき ・市が保険者のため

有効性 指標の実績

効率性 コストの削減 削減の余地なし ・現状が最低の経費である

費用対効果

手段の妥当性 妥当 ・当市の人口規模では効率が良いため

事業の方針

現状の課題 特になし

今後の取組み スマホ市役所による資格喪失も取り入れており、現状維持

活動指標

成果指標

個別評価

必要性

総合評価



目標 基本 分野

3

１．事業の概要（Plan）

２．事業の取組みと費用（Do）

単位

単位

区分 款 項 目

３．事業の評価、今後の方向性

（１）事業についての評価（Check）

（２）事業の方向性（Action）

令和７年度　事務事業評価シート（令和６年度実績） 保健福祉部

事務事業名 負担限度額・減額認定証交付事務 保険年金課

総合計画の体系 １．子育て、医療、社会福祉 ２．健康づくり、医療 ３．国保、後期高齢者医療、年金 保険年金係

SDGs目標 すべての人に健康と福祉を

目的 負担限度額・減額認定証を交付し、給付適正化を図る

内容 国保税に滞納がない世帯の被保険者に、認定証を交付する

種別 自治事務（義務あり） 主体 直営 対象・受益者 被保険者

指標名 説明 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

目標

実績

指標名 説明 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

目標

実績

予算科目

事業費（千円） R5決算額 R6決算額 R7予算額 R8予定額 R9予定額

総事業費 2,706 2,296 2,296 2,296 2,296 

事業経費 0 0 0 0 0 

特定財源 0 0 0 0 0 

従事常勤職員数 0.33 0.28 0.28 0.28 0.28 

従事非常勤職員数 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 

概算人件費 2,706 2,296 2,296 2,296 2,296 

今後の必要性

対象の適切性

主体の妥当性 市が推進すべき ・市が保険者のため

有効性 指標の実績

効率性 コストの削減 削減の余地なし ・現状が最低の経費である

費用対効果

手段の妥当性 妥当 ・当市の人口規模では効率が良いため

事業の方針

現状の課題 特になし

今後の取組み
マイナ保険証を使えば紙の認定証は必要ないため、マイナ保険証が普及するまでは現
状維持

活動指標

成果指標

個別評価

必要性

総合評価



目標 基本 分野

3

１．事業の概要（Plan）

２．事業の取組みと費用（Do）

単位

単位

区分 款 項 目

３．事業の評価、今後の方向性

（１）事業についての評価（Check）

（２）事業の方向性（Action）

令和７年度　事務事業評価シート（令和６年度実績） 保健福祉部

事務事業名 短期被保険者証交付・台帳管理事務 保険年金課

総合計画の体系 １．子育て、医療、社会福祉 ２．健康づくり、医療 ３．国保、後期高齢者医療、年金 保険年金係

SDGs目標 すべての人に健康と福祉を

目的 国保税に滞納がある世帯に交付し、適用適正化を図る

内容 短期被保険者証切替予告、短期被保険者証の交付、台帳管理

種別 自治事務（義務あり） 主体 直営 対象・受益者 被保険者

指標名 説明 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

目標

実績

指標名 説明 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

目標

実績

予算科目

事業費（千円） R5決算額 R6決算額 R7予算額 R8予定額 R9予定額

総事業費 4,756 4,018 0 0 0 

事業経費 0 0 0 0 0 

特定財源 0 0 0 0 0 

従事常勤職員数 0.58 0.49 0.00 0.00 0.00 

従事非常勤職員数 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 

概算人件費 4,756 4,018 0 0 0 

今後の必要性

対象の適切性

主体の妥当性 市が推進すべき ・市が保険者のため

有効性 指標の実績

効率性 コストの削減 削減の余地なし ・現状が最低の経費である

費用対効果

手段の妥当性 妥当 ・当市の人口規模では効率が良いため

事業の方針

現状の課題 特になし

今後の取組み 令和6年度で短期保険証制度が廃止となるため、次年度以降事務は発生しない

活動指標

成果指標

個別評価

必要性

総合評価



目標 基本 分野

3

１．事業の概要（Plan）

２．事業の取組みと費用（Do）

単位

単位

区分 款 項 目

３．事業の評価、今後の方向性

（１）事業についての評価（Check）

（２）事業の方向性（Action）

令和７年度　事務事業評価シート（令和６年度実績） 保健福祉部

事務事業名 被保険者証等再交付事務 保険年金課

総合計画の体系 １．子育て、医療、社会福祉 ２．健康づくり、医療 ３．国保、後期高齢者医療、年金 保険年金係

SDGs目標 すべての人に健康と福祉を

目的 被保険者が受診しやすい環境を整える

内容 紛失等届受理、再発行申請・交付

種別 自治事務（義務あり） 主体 直営 対象・受益者 被保険者

指標名 説明 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

目標

実績

指標名 説明 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

目標

実績

予算科目

事業費（千円） R5決算額 R6決算額 R7予算額 R8予定額 R9予定額

総事業費 2,296 2,214 2,214 2,214 2,214 

事業経費 0 0 0 0 0 

特定財源 0 0 0 0 0 

従事常勤職員数 0.28 0.27 0.27 0.27 0.27 

従事非常勤職員数 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 

概算人件費 2,296 2,214 2,214 2,214 2,214 

今後の必要性

対象の適切性

主体の妥当性 市が推進すべき ・市が保険者のため

有効性 指標の実績

効率性 コストの削減 削減の余地なし ・現状が最低の経費である

費用対効果

手段の妥当性 妥当 ・当市の人口規模では効率が良いため

事業の方針

現状の課題 特になし

今後の取組み
被保険者証の名称は令和7年7月31日で消滅。令和7年度は資格確認書等再交付事務
に変更

活動指標

成果指標

個別評価

必要性

総合評価



目標 基本 分野

3

１．事業の概要（Plan）

２．事業の取組みと費用（Do）

単位

単位

区分 款 項 目

３．事業の評価、今後の方向性

（１）事業についての評価（Check）

（２）事業の方向性（Action）

令和７年度　事務事業評価シート（令和６年度実績） 保健福祉部

事務事業名 国保税賦課・調定事務 保険年金課

総合計画の体系 １．子育て、医療、社会福祉 ２．健康づくり、医療 ３．国保、後期高齢者医療、年金 保険年金係

SDGs目標 すべての人に健康と福祉を

目的 適正な賦課を行い、国民健康保険制度の維持を図る

内容 課税資料準備、賦課決定、納税通知書発送

種別 自治事務（義務あり） 主体 直営 対象・受益者 被保険者

指標名 説明 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

目標

実績

指標名 説明 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

目標

実績

予算科目

事業費（千円） R5決算額 R6決算額 R7予算額 R8予定額 R9予定額

総事業費 4,592 4,674 4,674 4,674 4,674 

事業経費 0 0 0 0 0 

特定財源 0 0 0 0 0 

従事常勤職員数 0.56 0.57 0.57 0.57 0.57 

従事非常勤職員数 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 

概算人件費 4,592 4,674 4,674 4,674 4,674 

今後の必要性

対象の適切性

主体の妥当性 市が推進すべき ・市が保険者のため

有効性 指標の実績

効率性 コストの削減 削減の余地なし ・現状が最低の経費である

費用対効果

手段の妥当性 妥当 ・当市の人口規模では効率が良いため

事業の方針

現状の課題 特になし

今後の取組み 国保制度が変わらない限り、現状維持

活動指標

成果指標

個別評価

必要性

総合評価



目標 基本 分野

3

１．事業の概要（Plan）

２．事業の取組みと費用（Do）

単位

単位

区分 款 項 目

３．事業の評価、今後の方向性

（１）事業についての評価（Check）

（２）事業の方向性（Action）

令和７年度　事務事業評価シート（令和６年度実績） 保健福祉部

事務事業名 国保税還付金返還事務 保険年金課

総合計画の体系 １．子育て、医療、社会福祉 ２．健康づくり、医療 ３．国保、後期高齢者医療、年金 保険年金係

SDGs目標 すべての人に健康と福祉を

目的 適正な賦課となるよう、資格異動等があった被保険者に税還付を行う

内容 月次賦課計算、該当者へ通知発送・還付手続

種別 自治事務（義務あり） 主体 直営 対象・受益者 被保険者

指標名 説明 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

目標

実績

指標名 説明 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

目標

実績

予算科目

事業費（千円） R5決算額 R6決算額 R7予算額 R8予定額 R9予定額

総事業費 2,624 2,624 2,624 2,624 2,624 

事業経費 0 0 0 0 0 

特定財源 0 0 0 0 0 

従事常勤職員数 0.32 0.32 0.32 0.32 0.32 

従事非常勤職員数 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 

概算人件費 2,624 2,624 2,624 2,624 2,624 

今後の必要性

対象の適切性

主体の妥当性 市が推進すべき ・市が保険者のため

有効性 指標の実績

効率性 コストの削減 削減の余地なし ・現状が最低の経費である

費用対効果

手段の妥当性 妥当 ・当市の人口規模では効率が良いため

事業の方針

現状の課題 特になし

今後の取組み 国保制度が変わらない限り、現状維持

活動指標

成果指標

個別評価

必要性

総合評価



目標 基本 分野

3

１．事業の概要（Plan）

２．事業の取組みと費用（Do）

単位

単位

区分 款 項 目

３．事業の評価、今後の方向性

（１）事業についての評価（Check）

（２）事業の方向性（Action）

令和７年度　事務事業評価シート（令和６年度実績） 保健福祉部

事務事業名 国保税軽減・減免に関する事務 保険年金課

総合計画の体系 １．子育て、医療、社会福祉 ２．健康づくり、医療 ３．国保、後期高齢者医療、年金 保険年金係

SDGs目標 すべての人に健康と福祉を

目的 該当者の国保税の軽減・減免を図り、適正な賦課に資する

内容 軽減・減免申請受付、審査・決定、決定内容処理

種別 自治事務（義務あり） 主体 直営 対象・受益者 被保険者

指標名 説明 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

目標

実績

指標名 説明 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

目標

実績

予算科目

事業費（千円） R5決算額 R6決算額 R7予算額 R8予定額 R9予定額

総事業費 1,968 1,968 1,968 1,968 1,968 

事業経費 0 0 0 0 0 

特定財源 0 0 0 0 0 

従事常勤職員数 0.24 0.24 0.24 0.24 0.24 

従事非常勤職員数 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 

概算人件費 1,968 1,968 1,968 1,968 1,968 

今後の必要性

対象の適切性

主体の妥当性 市が推進すべき ・市が保険者のため

有効性 指標の実績

効率性 コストの削減 削減の余地なし ・現状が最低の経費である

費用対効果

手段の妥当性 妥当 ・当市の人口規模では効率が良いため

事業の方針

現状の課題 特になし

今後の取組み 国保制度が変わらない限り、現状維持

活動指標

成果指標

個別評価

必要性

総合評価



目標 基本 分野

3

１．事業の概要（Plan）

２．事業の取組みと費用（Do）

単位

単位

区分 款 項 目

３．事業の評価、今後の方向性

（１）事業についての評価（Check）

（２）事業の方向性（Action）

令和７年度　事務事業評価シート（令和６年度実績） 保健福祉部

事務事業名 療養給付費に関する事務 保険年金課

総合計画の体系 １．子育て、医療、社会福祉 ２．健康づくり、医療 ３．国保、後期高齢者医療、年金 保険年金係

SDGs目標 すべての人に健康と福祉を

目的 給付内容を点検し、適正給付に努める

内容 レセプト点検、返戻処理、返納金回収

種別 自治事務（義務あり） 主体 直営 対象・受益者 被保険者

指標名 説明 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

目標

実績

指標名 説明 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

目標

実績

予算科目 国保特会 1 総務費（国保） 1 総務管理費（国保） 1 一般管理費

事業費（千円） R5決算額 R6決算額 R7予算額 R8予定額 R9予定額

総事業費 8,332 8,126 8,127 8,110 8,110 

事業経費 3,822 3,616 3,617 3,600 3,600 

特定財源 0 0 0 0 0 

従事常勤職員数 0.55 0.55 0.55 0.55 0.55 

従事非常勤職員数 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 

概算人件費 4,510 4,510 4,510 4,510 4,510 

今後の必要性

対象の適切性

主体の妥当性 市が推進すべき ・市が保険者のため

有効性 指標の実績

効率性 コストの削減 削減の余地なし ・現状が最低の経費である

費用対効果

手段の妥当性 妥当 ・当市の人口規模では効率が良いため

事業の方針

現状の課題 特になし

今後の取組み 国保制度が変わらない限り、現状維持

活動指標

成果指標

個別評価

必要性

総合評価



目標 基本 分野

3

１．事業の概要（Plan）

２．事業の取組みと費用（Do）

単位

単位

区分 款 項 目

３．事業の評価、今後の方向性

（１）事業についての評価（Check）

（２）事業の方向性（Action）

令和７年度　事務事業評価シート（令和６年度実績） 保健福祉部

事務事業名 療養費に関する事務 保険年金課

総合計画の体系 １．子育て、医療、社会福祉 ２．健康づくり、医療 ３．国保、後期高齢者医療、年金 保険年金係

SDGs目標 すべての人に健康と福祉を

目的 柔整等の療養費を支給し、適正な給付に努める

内容 支給申請、審査決定、支給処理

種別 自治事務（義務あり） 主体 直営 対象・受益者 被保険者

指標名 説明 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

目標

実績

指標名 説明 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

目標

実績

予算科目 国保特会 2 保険給付費（国保） 1 療養諸費 2 療養費

事業費（千円） R5決算額 R6決算額 R7予算額 R8予定額 R9予定額

総事業費 21,542 19,582 23,608 20,108 20,108 

事業経費 18,016 15,974 20,000 16,500 16,500 

特定財源 18,016 15,974 20,000 16,500 16,500 

従事常勤職員数 0.43 0.44 0.44 0.44 0.44 

従事非常勤職員数 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 

概算人件費 3,526 3,608 3,608 3,608 3,608 

今後の必要性

対象の適切性

主体の妥当性 市が推進すべき ・市が保険者のため

有効性 指標の実績

効率性 コストの削減 削減の余地なし ・現状が最低の経費である

費用対効果

手段の妥当性 妥当 ・当市の人口規模では効率が良いため

事業の方針

現状の課題 特になし

今後の取組み 国保制度が変わらない限り、現状維持

活動指標

成果指標

個別評価

必要性

総合評価



目標 基本 分野

3

１．事業の概要（Plan）

２．事業の取組みと費用（Do）

単位

単位

区分 款 項 目

３．事業の評価、今後の方向性

（１）事業についての評価（Check）

（２）事業の方向性（Action）

令和７年度　事務事業評価シート（令和６年度実績） 保健福祉部

事務事業名 高額療養費に関する事務 保険年金課

総合計画の体系 １．子育て、医療、社会福祉 ２．健康づくり、医療 ３．国保、後期高齢者医療、年金 保険年金係

SDGs目標 すべての人に健康と福祉を

目的 被保険者に高額療養費を支給し、給付の適正化を図る

内容 申請書発送、申請受付、支給処理事務

種別 自治事務（義務あり） 主体 直営 対象・受益者 被保険者

指標名 説明 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

目標

実績

指標名 説明 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

目標

実績

予算科目 国保特会 2 保険給付費（国保） 2 高額療養諸費 1 高額療養費

事業費（千円） R5決算額 R6決算額 R7予算額 R8予定額 R9予定額

総事業費 386,061 408,099 434,182 414,182 414,182 

事業経費 381,961 403,917 430,000 410,000 410,000 

特定財源 381,761 403,917 430,000 410,000 410,000 

従事常勤職員数 0.50 0.51 0.51 0.51 0.51 

従事非常勤職員数 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 

概算人件費 4,100 4,182 4,182 4,182 4,182 

今後の必要性

対象の適切性

主体の妥当性 市が推進すべき ・市が保険者のため

有効性 指標の実績

効率性 コストの削減 削減の余地なし ・現状が最低の経費である

費用対効果

手段の妥当性 妥当 ・当市の人口規模では効率が良いため

事業の方針

現状の課題 特になし

今後の取組み 国保制度が変わらない限り、現状維持

活動指標

成果指標

個別評価

必要性

総合評価



目標 基本 分野

3

１．事業の概要（Plan）

２．事業の取組みと費用（Do）

単位

単位

区分 款 項 目

３．事業の評価、今後の方向性

（１）事業についての評価（Check）

（２）事業の方向性（Action）

令和７年度　事務事業評価シート（令和６年度実績） 保健福祉部

事務事業名 特定健康診査事業 保険年金課

総合計画の体系 １．子育て、医療、社会福祉 ２．健康づくり、医療 ３．国保、後期高齢者医療、年金 保険年金係

SDGs目標 すべての人に健康と福祉を

目的 40～74歳被保険者の健康意識の醸成、医療費抑制

内容 勧奨通知送付、特定健診受付、交付金申請

種別 自治事務（義務あり） 主体 直営 対象・受益者 被保険者

指標名 説明 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

目標

実績

指標名 説明 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

目標

実績

予算科目 国保特会 4 保健事業費（国保） 1 特定健康診査等事業費 1 特定健康診査等事業費

事業費（千円） R5決算額 R6決算額 R7予算額 R8予定額 R9予定額

総事業費 22,463 23,119 26,184 23,632 23,132 

事業経費 20,331 20,987 24,052 21,500 21,000 

特定財源 9,666 10,482 9,834 8,600 8,400 

従事常勤職員数 0.26 0.26 0.26 0.26 0.26 

従事非常勤職員数 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 

概算人件費 2,132 2,132 2,132 2,132 2,132 

今後の必要性

対象の適切性

主体の妥当性 市が推進すべき ・市が保険者のため

有効性 指標の実績

効率性 コストの削減 削減の余地なし ・委託事業者が限られているため

費用対効果

手段の妥当性 妥当 ・当市の人口規模では効率が良いため

事業の方針

現状の課題 特になし

今後の取組み 現状維持

活動指標

成果指標

個別評価

必要性

総合評価



目標 基本 分野

3

１．事業の概要（Plan）

２．事業の取組みと費用（Do）

単位

単位

区分 款 項 目

３．事業の評価、今後の方向性

（１）事業についての評価（Check）

（２）事業の方向性（Action）

令和７年度　事務事業評価シート（令和６年度実績） 保健福祉部

事務事業名 各種調査報告事務 保険年金課

総合計画の体系 １．子育て、医療、社会福祉 ２．健康づくり、医療 ３．国保、後期高齢者医療、年金 保険年金係

SDGs目標 すべての人に健康と福祉を

目的 事業実施状況報告等を行い、適正運営に資する

内容 国（県）からの依頼に基づき、国保に関する報告を行う

種別 自治事務（義務あり） 主体 直営 対象・受益者 被保険者

指標名 説明 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

目標

実績

指標名 説明 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

目標

実績

予算科目

事業費（千円） R5決算額 R6決算額 R7予算額 R8予定額 R9予定額

総事業費 4,674 4,674 4,674 4,674 4,674 

事業経費 0 0 0 0 0 

特定財源 0 0 0 0 0 

従事常勤職員数 0.57 0.57 0.57 0.57 0.57 

従事非常勤職員数 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 

概算人件費 4,674 4,674 4,674 4,674 4,674 

今後の必要性

対象の適切性

主体の妥当性 市が推進すべき ・市が保険者のため

有効性 指標の実績

効率性 コストの削減 削減の余地なし ・現状が最低の経費である

費用対効果

手段の妥当性 妥当 ・当市の人口規模では効率が良いため

事業の方針

現状の課題 特になし

今後の取組み 現状維持

活動指標

成果指標

個別評価

必要性

総合評価



目標 基本 分野

1

１．事業の概要（Plan）

２．事業の取組みと費用（Do）

単位

単位

区分 款 項 目

３．事業の評価、今後の方向性

（１）事業についての評価（Check）

（２）事業の方向性（Action）

令和７年度　事務事業評価シート（令和６年度実績） 保健福祉部

事務事業名 国民年金資格得喪事務 保険年金課

総合計画の体系 １．子育て、医療、社会福祉 ２．健康づくり、医療 ３．国保、後期高齢者医療、年金 保険年金係

SDGs目標 貧困をなくそう

目的 国民年金制度の円滑な運営

内容 被保険者の資格取得等の届出の促進に努めるとともに、保険料免除関係、給付関係の適正な受理を行う

種別 法定受託事務 主体 直営 対象・受益者 市民

指標名 説明 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

目標

実績

指標名 説明 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

目標

実績

予算科目 一般会計 3 民生費 1 社会福祉費 3 国民年金費

事業費（千円） R5決算額 R6決算額 R7予算額 R8予定額 R9予定額

総事業費 4,219 3,846 3,853 3,853 3,853 

事業経費 772 812 819 819 819 

特定財源 0 0 0 0 0 

従事常勤職員数 0.36 0.37 0.37 0.37 0.37 

従事非常勤職員数 0.15 0.00 0.00 0.00 0.00 

概算人件費 3,447 3,034 3,034 3,034 3,034 

今後の必要性

対象の適切性

主体の妥当性 アウトソーシング可能 政策意思決定を必要としないため

有効性 指標の実績

効率性 コストの削減 削減の余地なし 現状が最低の経費であるため

費用対効果

手段の妥当性 妥当 法定受託事務のため

事業の方針

現状の課題 特になし

今後の取組み
今後も適正且つ迅速に事業を実施する。年金制度の周知を行い、日本年金年金機構
下館年金事務所と協力・連携して市民の利便性向上のため年金相談窓口の充実を図
る。

活動指標

成果指標

個別評価

必要性

総合評価



目標 基本 分野

1

１．事業の概要（Plan）

２．事業の取組みと費用（Do）

単位

単位

区分 款 項 目

３．事業の評価、今後の方向性

（１）事業についての評価（Check）

（２）事業の方向性（Action）

令和７年度　事務事業評価シート（令和６年度実績） 保健福祉部

事務事業名 年金相談事務 保険年金課

総合計画の体系 １．子育て、医療、社会福祉 ２．健康づくり、医療 ３．国保、後期高齢者医療、年金 保険年金係

SDGs目標 貧困をなくそう

目的 国民年金制度の円滑な運営

内容 被保険者の資格取得等の届出の促進に努めるとともに、保険料免除関係、給付関係の適正な受理を行う

種別 法定受託事務 主体 直営 対象・受益者 市民

指標名 説明 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

目標

実績

指標名 説明 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

目標

実績

予算科目 一般会計 3 民生費 1 社会福祉費 3 国民年金費

事業費（千円） R5決算額 R6決算額 R7予算額 R8予定額 R9予定額

総事業費 4,544 4,338 4,345 4,345 4,345 

事業経費 772 812 819 819 819 

特定財源 0 0 0 0 0 

従事常勤職員数 0.46 0.43 0.43 0.43 0.43 

従事非常勤職員数 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 

概算人件費 3,772 3,526 3,526 3,526 3,526 

今後の必要性

対象の適切性

主体の妥当性 市が推進すべき 行政上の専門知識を必要とするため

有効性 指標の実績

効率性 コストの削減 削減の余地なし 現状が最低の経費であるため

費用対効果

手段の妥当性 妥当 法定受託事務のため

事業の方針

現状の課題 特になし

今後の取組み
今後も適正且つ迅速に事業を実施する。年金制度の周知を行い、日本年金機構下館
年金事務所と協力・連携して市民の利便性向上のため年金相談窓口の充実を図る。

活動指標

成果指標

個別評価

必要性

総合評価



目標 基本 分野

1

１．事業の概要（Plan）

２．事業の取組みと費用（Do）

単位

単位

区分 款 項 目

３．事業の評価、今後の方向性

（１）事業についての評価（Check）

（２）事業の方向性（Action）

令和７年度　事務事業評価シート（令和６年度実績） 保健福祉部

事務事業名 年金免除・納付猶予事務 保険年金課

総合計画の体系 １．子育て、医療、社会福祉 ２．健康づくり、医療 ３．国保、後期高齢者医療、年金 保険年金係

SDGs目標 貧困をなくそう

目的 国民年金制度の円滑な運営

内容 被保険者の資格取得等の届出の促進に努めるとともに、保険料免除関係、給付関係の適正な受理を行う

種別 法定受託事務 主体 直営 対象・受益者 市民

指標名 説明 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

目標

実績

指標名 説明 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

目標

実績

予算科目 一般会計 3 民生費 1 社会福祉費 3 国民年金費

事業費（千円） R5決算額 R6決算額 R7予算額 R8予定額 R9予定額

総事業費 3,891 3,436 3,443 3,443 3,443 

事業経費 772 812 819 819 819 

特定財源 0 0 0 0 0 

従事常勤職員数 0.32 0.32 0.32 0.32 0.32 

従事非常勤職員数 0.15 0.00 0.00 0.00 0.00 

概算人件費 3,119 2,624 2,624 2,624 2,624 

今後の必要性

対象の適切性

主体の妥当性 アウトソーシング可能 政策意思決定を必要としないため

有効性 指標の実績

効率性 コストの削減 削減の余地なし 現業が最低の経費であるため

費用対効果

手段の妥当性 妥当 法定受託事務のため

事業の方針

現状の課題 特になし

今後の取組み
今後も適正且つ迅速に事業を実施する。年金制度の周知を行い、日本年金年金機構
下館年金事務所と協力・連携して市民の利便性向上のため年金相談窓口の充実を図
る。

活動指標

成果指標

個別評価

必要性

総合評価



目標 基本 分野

1

１．事業の概要（Plan）

２．事業の取組みと費用（Do）

単位

単位

区分 款 項 目

３．事業の評価、今後の方向性

（１）事業についての評価（Check）

（２）事業の方向性（Action）

令和７年度　事務事業評価シート（令和６年度実績） 保健福祉部

事務事業名 学生納付特例事務 保険年金課

総合計画の体系 １．子育て、医療、社会福祉 ２．健康づくり、医療 ３．国保、後期高齢者医療、年金 保険年金係

SDGs目標 貧困をなくそう

目的 国民年金制度の円滑な運営

内容 被保険者の資格取得等の届出の促進に努めるとともに、保険料免除関係、給付関係の適正な受理を行う

種別 法定受託事務 主体 直営 対象・受益者 市民

指標名 説明 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

目標

実績

指標名 説明 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

目標

実績

予算科目 一般会計 3 民生費 1 社会福祉費 3 国民年金費

事業費（千円） R5決算額 R6決算額 R7予算額 R8予定額 R9予定額

総事業費 2,415 1,960 1,967 1,967 1,967 

事業経費 772 812 819 819 819 

特定財源 0 0 0 0 0 

従事常勤職員数 0.14 0.14 0.14 0.14 0.14 

従事非常勤職員数 0.15 0.00 0.00 0.00 0.00 

概算人件費 1,643 1,148 1,148 1,148 1,148 

今後の必要性

対象の適切性

主体の妥当性 アウトソーシング可能 政策意思決定を必要としないため

有効性 指標の実績

効率性 コストの削減 削減の余地なし 現状が最低の経費である

費用対効果

手段の妥当性 妥当 法定受託事務のため

事業の方針

現状の課題 特になし

今後の取組み
今後も適正且つ迅速に事業を実施する。年金制度の周知を行い、日本年金年金機構
下館年金事務所と協力・連携して市民の利便性向上のため年金相談窓口の充実を図
る。

活動指標

成果指標

個別評価

必要性

総合評価



目標 基本 分野

1

１．事業の概要（Plan）

２．事業の取組みと費用（Do）

単位

単位

区分 款 項 目

３．事業の評価、今後の方向性

（１）事業についての評価（Check）

（２）事業の方向性（Action）

令和７年度　事務事業評価シート（令和６年度実績） 保健福祉部

事務事業名 老齢・障害基礎年金裁定請求事務 保険年金課

総合計画の体系 １．子育て、医療、社会福祉 ２．健康づくり、医療 ３．国保、後期高齢者医療、年金 保険年金係

SDGs目標 貧困をなくそう

目的 国民年金制度の円滑な運営

内容 被保険者の資格取得等の届出の促進に努めるとともに、保険料免除関係、給付関係の適正な受理を行う

種別 法定受託事務 主体 直営 対象・受益者 市民

指標名 説明 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

目標

実績

指標名 説明 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

目標

実績

予算科目 一般会計 3 民生費 1 社会福祉費 3 国民年金費

事業費（千円） R5決算額 R6決算額 R7予算額 R8予定額 R9予定額

総事業費 2,579 2,042 2,049 2,049 2,049 

事業経費 772 812 819 819 819 

特定財源 0 0 0 0 0 

従事常勤職員数 0.16 0.15 0.15 0.15 0.15 

従事非常勤職員数 0.15 0.00 0.00 0.00 0.00 

概算人件費 1,807 1,230 1,230 1,230 1,230 

今後の必要性

対象の適切性

主体の妥当性 アウトソーシング可能 政策意思決定を必要としないため

有効性 指標の実績

効率性 コストの削減 削減の余地なし 現状が最低の経費であるため

費用対効果

手段の妥当性 妥当 法定受託事務のため

事業の方針

現状の課題 特になし

今後の取組み
今後も適正且つ迅速に事業を実施する。年金制度の周知を行い、日本年金年金機構
下館年金事務所と協力・連携して市民の利便性向上のため年金相談窓口の充実を図
る。

活動指標

成果指標

個別評価

必要性

総合評価



目標 基本 分野

1

１．事業の概要（Plan）

２．事業の取組みと費用（Do）

単位

単位

区分 款 項 目

３．事業の評価、今後の方向性

（１）事業についての評価（Check）

（２）事業の方向性（Action）

令和７年度　事務事業評価シート（令和６年度実績） 保健福祉部

事務事業名 死亡に伴う裁定請求事務（遺族基礎・寡婦・死亡一時金・未支給） 保険年金課

総合計画の体系 １．子育て、医療、社会福祉 ２．健康づくり、医療 ３．国保、後期高齢者医療、年金 保険年金係

SDGs目標 貧困をなくそう

目的 国民年金制度の円滑な運営

内容 被保険者の資格取得等の届出の促進に努めるとともに、保険料免除関係、給付関係の適正な受理を行う

種別 法定受託事務 主体 直営 対象・受益者 市民

指標名 説明 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

目標

実績

指標名 説明 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

目標

実績

予算科目 一般会計 3 民生費 1 社会福祉費 3 国民年金費

事業費（千円） R5決算額 R6決算額 R7予算額 R8予定額 R9予定額

総事業費 4,629 4,584 4,591 4,591 4,591 

事業経費 772 812 819 819 819 

特定財源 0 0 0 0 0 

従事常勤職員数 0.41 0.46 0.46 0.46 0.46 

従事非常勤職員数 0.15 0.00 0.00 0.00 0.00 

概算人件費 3,857 3,772 3,772 3,772 3,772 

今後の必要性

対象の適切性

主体の妥当性 アウトソーシング可能 政策意思決定を必要としないため

有効性 指標の実績

効率性 コストの削減 削減の余地なし 現状が最低の経費であるため

費用対効果

手段の妥当性 妥当 法定受託事務のため

事業の方針

現状の課題 特になし

今後の取組み
今後も適正且つ迅速に事業を実施する。年金制度の周知を行い、日本年金機構下館
年金事務所と協力・連携して市民の利便性向上のため年金相談窓口の充実を図る。

活動指標

成果指標

個別評価

必要性

総合評価



目標 基本 分野

3

１．事業の概要（Plan）

２．事業の取組みと費用（Do）

単位

単位

区分 款 項 目

３．事業の評価、今後の方向性

（１）事業についての評価（Check）

（２）事業の方向性（Action）

令和７年度　事務事業評価シート（令和６年度実績） 保健福祉部

事務事業名 医療福祉費受給者資格得喪事務 保険年金課

総合計画の体系 １．子育て、医療、社会福祉 ２．健康づくり、医療 ２．医療 医療福祉係

SDGs目標 すべての人に健康と福祉を

目的 医療機関の受診を容易にし、健康の保持と生活の安定を図る

内容 資格の登録及び喪失

種別 自治事務（義務あり） 主体 直営 対象・受益者 マル福受給者

指標名 説明 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

目標

実績

指標名 説明 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

目標

実績

予算科目 一般会計 3 民生費 1 社会福祉費 5 医療福祉費

事業費（千円） R5決算額 R6決算額 R7予算額 R8予定額 R9予定額

総事業費 331,389 320,101 358,294 358,294 358,294 

事業経費 328,109 316,657 354,850 354,850 354,850 

特定財源 122,617 117,548 134,405 134,405 134,405 

従事常勤職員数 0.40 0.42 0.42 0.42 0.42 

従事非常勤職員数 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 

概算人件費 3,280 3,444 3,444 3,444 3,444 

今後の必要性

対象の適切性

主体の妥当性 市が推進すべき 条例の基づくマル福受給者の資格管理のため

有効性 指標の実績

効率性 コストの削減 削減の余地なし 一部補助事業を活用

費用対効果

手段の妥当性 妥当 システムを活用

事業の方針

現状の課題
県の補助事業により実施している。補助要件以外の市独自事業を実施すると、一般会
計からの支出が増える。

今後の取組み 茨城県医療福祉対策要綱に基づき実施しているため継続。

活動指標

成果指標

個別評価

必要性

総合評価



目標 基本 分野

3

１．事業の概要（Plan）

２．事業の取組みと費用（Do）

単位

単位

区分 款 項 目

３．事業の評価、今後の方向性

（１）事業についての評価（Check）

（２）事業の方向性（Action）

令和７年度　事務事業評価シート（令和６年度実績） 保健福祉部

事務事業名 小児マル福月次更新事務 保険年金課

総合計画の体系 １．子育て、医療、社会福祉 ２．健康づくり、医療 ２．医療 医療福祉係

SDGs目標 すべての人に健康と福祉を

目的 医療機関への受診を容易にし、健康の保持と生活の安定を図る

内容 資格確認及び受給者証作成・発送（毎月）

種別 自治事務（義務あり） 主体 直営 対象・受益者 マル福受給者

指標名 説明 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

目標

実績

指標名 説明 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

目標

実績

予算科目 一般会計 3 民生費 1 社会福祉費 5 医療福祉費

事業費（千円） R5決算額 R6決算額 R7予算額 R8予定額 R9予定額

総事業費 330,979 319,773 357,966 357,966 357,966 

事業経費 328,109 316,657 354,850 354,850 354,850 

特定財源 122,617 117,548 134,405 134,405 134,405 

従事常勤職員数 0.35 0.38 0.38 0.38 0.38 

従事非常勤職員数 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 

概算人件費 2,870 3,116 3,116 3,116 3,116 

今後の必要性

対象の適切性

主体の妥当性 市が推進すべき 受給者の資格情報の管理が基本となる事務のため

有効性 指標の実績

効率性 コストの削減 削減の余地なし 一部補助事業を活用

費用対効果

手段の妥当性 妥当 システムを活用

事業の方針

現状の課題
県の補助事業により実施している。補助要件以外の市独自事業を実施すると、一般会
計からの支出が増える。

今後の取組み 茨城県医療福祉対策要綱に基づき実施しているため継続。

活動指標

成果指標

個別評価

必要性

総合評価



目標 基本 分野

3

１．事業の概要（Plan）

２．事業の取組みと費用（Do）

単位

単位

区分 款 項 目

３．事業の評価、今後の方向性

（１）事業についての評価（Check）

（２）事業の方向性（Action）

令和７年度　事務事業評価シート（令和６年度実績） 保健福祉部

事務事業名 障害者、ひとり親マル福年次更新 保険年金課

総合計画の体系 １．子育て、医療、社会福祉 ２．健康づくり、医療 ２．医療 医療福祉係

SDGs目標 すべての人に健康と福祉を

目的 医療機関への受診を容易にし、健康の保持と生活の安定を図る

内容 資格確認及び受給者証作成・発送（７月）

種別 自治事務（義務あり） 主体 直営 対象・受益者 マル福受給者

指標名 説明 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

目標

実績

指標名 説明 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

目標

実績

予算科目 一般会計 3 民生費 1 社会福祉費 5 医療福祉費

事業費（千円） R5決算額 R6決算額 R7予算額 R8予定額 R9予定額

総事業費 330,979 319,609 357,802 357,802 357,802 

事業経費 328,109 316,657 354,850 354,850 354,850 

特定財源 122,617 117,548 134,405 134,405 134,405 

従事常勤職員数 0.35 0.36 0.36 0.36 0.36 

従事非常勤職員数 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 

概算人件費 2,870 2,952 2,952 2,952 2,952 

今後の必要性

対象の適切性

主体の妥当性 市が推進すべき 受給者の資格情報の管理が基本となる事務のため

有効性 指標の実績

効率性 コストの削減 削減の余地なし 一部補助事業を活用

費用対効果

手段の妥当性 妥当 システムを活用

事業の方針

現状の課題
県の補助事業により実施している。補助要件以外の市独自事業を実施すると、一般会
計からの支出が増える。

今後の取組み 茨城県医療福祉対策要綱に基づき実施しているため継続。

活動指標

成果指標

個別評価

必要性

総合評価



目標 基本 分野

3

１．事業の概要（Plan）

２．事業の取組みと費用（Do）

単位

単位

区分 款 項 目

３．事業の評価、今後の方向性

（１）事業についての評価（Check）

（２）事業の方向性（Action）

令和７年度　事務事業評価シート（令和６年度実績） 保健福祉部

事務事業名 県外受診分の償還払い事務 保険年金課

総合計画の体系 １．子育て、医療、社会福祉 ２．健康づくり、医療 ２．医療 医療福祉係

SDGs目標 すべての人に健康と福祉を

目的 医療機関への受診を容易にし、健康の保持と生活の安定を図る

内容 県外では制度の適用を受けられないため、医療機関で払った分を後から支給する業務

種別 自治事務（義務あり） 主体 直営 対象・受益者 マル福受給者

指標名 説明 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

目標

実績

指標名 説明 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

目標

実績

予算科目 一般会計 3 民生費 1 社会福祉費 5 医療福祉費

事業費（千円） R5決算額 R6決算額 R7予算額 R8予定額 R9予定額

総事業費 329,995 318,461 356,654 356,654 356,654 

事業経費 328,109 316,657 354,850 354,850 354,850 

特定財源 122,617 117,548 134,405 134,405 134,405 

従事常勤職員数 0.23 0.22 0.22 0.22 0.22 

従事非常勤職員数 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 

概算人件費 1,886 1,804 1,804 1,804 1,804 

今後の必要性

対象の適切性

主体の妥当性 市が推進すべき 受給者の資格情報の管理が基本となる事務のため

有効性 指標の実績

効率性 コストの削減 削減の余地なし 一部補助事業を活用

費用対効果

手段の妥当性 妥当 システムを活用

事業の方針

現状の課題 なし

今後の取組み 茨城県医療福祉対策要綱に基づき実施しているため継続。

活動指標

成果指標

個別評価

必要性

総合評価



目標 基本 分野

3

１．事業の概要（Plan）

２．事業の取組みと費用（Do）

単位

単位

区分 款 項 目

３．事業の評価、今後の方向性

（１）事業についての評価（Check）

（２）事業の方向性（Action）

令和７年度　事務事業評価シート（令和６年度実績） 保健福祉部

事務事業名 後期高齢者医療保険料異動賦課に関する事務 保険年金課

総合計画の体系 １．子育て、医療、社会福祉 ２．健康づくり、医療 ３．国保、後期高齢者医療、年金 医療福祉係

SDGs目標 すべての人に健康と福祉を

目的 適正な賦課を行い、制度の維持を図る

内容 広域連合で賦課決定する前の課税準備、賦課決定後の納税通知書発送

種別 自治事務（義務あり） 主体 茨城県後期高齢者医療広域連合 対象・受益者 被保険者

指標名 説明 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

目標

実績

指標名 説明 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

目標

実績

予算科目 後期特会 2 後期高齢者医療広域連合納付金 1 後期高齢者医療広域連合納付金 1 後期高齢者医療広域連合納付金

事業費（千円） R5決算額 R6決算額 R7予算額 R8予定額 R9予定額

総事業費 513,474 586,198 614,440 614,440 614,440 

事業経費 511,506 583,820 612,062 612,062 612,062 

特定財源 481,782 554,523 579,093 579,093 579,093 

従事常勤職員数 0.24 0.29 0.29 0.29 0.29 

従事非常勤職員数 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 

概算人件費 1,968 2,378 2,378 2,378 2,378 

今後の必要性

対象の適切性

主体の妥当性 市が推進すべき 茨城県後期高齢者医療広域連合が運営主体のため

有効性 指標の実績

効率性 コストの削減 削減の余地なし 茨城県後期高齢者医療広域連合が運営主体のため

費用対効果

手段の妥当性 妥当 制度に基づき実施

事業の方針

現状の課題
高齢化の進展に伴い医療費も増加の一途をたどっているため、窓口負担割合の見直し
や保険料率の改定など、被保険者への負担増につながっている。

今後の取組み
後期高齢者医療制度は、茨城県後期高齢者医療広域連合が事業主体となって市町村
と分担して事務を行うものであり継続。

活動指標

成果指標

個別評価

必要性

総合評価



目標 基本 分野

3

１．事業の概要（Plan）

２．事業の取組みと費用（Do）

単位

単位

区分 款 項 目

３．事業の評価、今後の方向性

（１）事業についての評価（Check）

（２）事業の方向性（Action）

令和７年度　事務事業評価シート（令和６年度実績） 保健福祉部

事務事業名 後期高齢者医療制度資格得喪事務 保険年金課

総合計画の体系 １．子育て、医療、社会福祉 ２．健康づくり、医療 ３．国保、後期高齢者医療、年金 医療福祉係

SDGs目標 すべての人に健康と福祉を

目的 資格を管理し、適切な保険給付と保険料を賦課する

内容 資格の登録及び喪失

種別 自治事務（義務あり） 主体 直営 対象・受益者 被保険者

指標名 説明 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

目標

実績

指標名 説明 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

目標

実績

予算科目

事業費（千円） R5決算額 R6決算額 R7予算額 R8予定額 R9予定額

総事業費 2,788 2,214 2,214 2,214 2,214 

事業経費 0 0 0 0 0 

特定財源 0 0 0 0 0 

従事常勤職員数 0.34 0.27 0.27 0.27 0.27 

従事非常勤職員数 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 

概算人件費 2,788 2,214 2,214 2,214 2,214 

今後の必要性

対象の適切性

主体の妥当性 市が推進すべき 制度に基づく被保険者の資格管理が必要のため

有効性 指標の実績

効率性 コストの削減 削減の余地なし ほぼ人件費のみ

費用対効果

手段の妥当性 妥当 システム活用

事業の方針

現状の課題 なし

今後の取組み
後期高齢者医療制度は、茨城県後期高齢者医療広域連合が事業主体となって市町村
と分担して事務を行うものであり継続。

活動指標

成果指標

個別評価

必要性

総合評価



目標 基本 分野

3

１．事業の概要（Plan）

２．事業の取組みと費用（Do）

単位

単位

区分 款 項 目

３．事業の評価、今後の方向性

（１）事業についての評価（Check）

（２）事業の方向性（Action）

令和７年度　事務事業評価シート（令和６年度実績） 保健福祉部

事務事業名 後期高齢者医療制度年次更新事務 保険年金課

総合計画の体系 １．子育て、医療、社会福祉 ２．健康づくり、医療 ３．国保、後期高齢者医療、年金 医療福祉係

SDGs目標 すべての人に健康と福祉を

目的 資格を管理し、適切な保険給付と保険料を賦課する

内容 広域連合での被保険者証作成前後の資格確認及び被保険者証の差し替え等・発送（7月）

種別 自治事務（義務あり） 主体 直営 対象・受益者 被保険者

指標名 説明 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

目標

実績

指標名 説明 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

目標

実績

予算科目 後期特会 1 総務費（後期） 1 総務管理費（後期） 1 一般管理費

事業費（千円） R5決算額 R6決算額 R7予算額 R8予定額 R9予定額

総事業費 6,609 7,566 7,331 7,331 7,331 

事業経費 3,985 4,040 3,805 3,805 3,805 

特定財源 0 0 0 0 0 

従事常勤職員数 0.32 0.43 0.43 0.43 0.43 

従事非常勤職員数 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 

概算人件費 2,624 3,526 3,526 3,526 3,526 

今後の必要性

対象の適切性

主体の妥当性 市が推進すべき 制度に基づく被保険者の資格管理が必要のため

有効性 指標の実績

効率性 コストの削減 削減の余地なし 最低限の経費のため

費用対効果

手段の妥当性 妥当 制度に基づく被保険者の資格管理のため

事業の方針

現状の課題
年次更新に向けた作業期間中は、通常業務に加えての作業となり、保険料賦課発送準
備期間と重なるため、多くの業務時間が必要。

今後の取組み
後期高齢者医療制度は、茨城県後期高齢者医療広域連合が事業主体となって市町村
と分担して事務を行うものであり継続。

活動指標

成果指標

個別評価

必要性

総合評価



目標 基本 分野

3

１．事業の概要（Plan）

２．事業の取組みと費用（Do）

単位

単位

区分 款 項 目

３．事業の評価、今後の方向性

（１）事業についての評価（Check）

（２）事業の方向性（Action）

令和７年度　事務事業評価シート（令和６年度実績） 保健福祉部

事務事業名 高額介護合算療養費支給事務 保険年金課

総合計画の体系 １．子育て、医療、社会福祉 ２．健康づくり、医療 ３．国保、後期高齢者医療、年金 医療福祉係

SDGs目標 すべての人に健康と福祉を

目的 適切な保険料給付を行う

内容 医療保険と介護保険を合算し、自己負担限度額を超えた金額を申請するよう通知書を送付

種別 自治事務（義務あり） 主体 茨城県後期高齢者医療広域連合 対象・受益者 被保険者

指標名 説明 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

目標

実績

指標名 説明 年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

目標

実績

予算科目 一般会計 3 民生費 1 社会福祉費 6 後期高齢者医療費

事業費（千円） R5決算額 R6決算額 R7予算額 R8予定額 R9予定額

総事業費 477,648 493,035 499,424 499,424 499,424 

事業経費 476,090 491,395 497,784 497,784 497,784 

特定財源 0 0 0 0 0 

従事常勤職員数 0.19 0.20 0.20 0.20 0.20 

従事非常勤職員数 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 

概算人件費 1,558 1,640 1,640 1,640 1,640 

今後の必要性

対象の適切性

主体の妥当性 市が推進すべき 制度に基づく被保険者への支払いのため

有効性 指標の実績

効率性 コストの削減 削減の余地なし 制度に基づく被保険者への支払いのため

費用対効果

手段の妥当性 妥当 制度に基づく被保険者への支払いのため

事業の方針

現状の課題 なし

今後の取組み
後期高齢者医療制度は、茨城県後期高齢者医療広域連合が事業主体となって市町村
と分担して事務を行うものであり継続。

活動指標

成果指標

個別評価

必要性

総合評価


